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水防災意識社会 再構築ビジョン
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我が国では、近代的河川改修が実施される以前の施設の能力が低く、水害が日常化していた
時代には、水害を「我がこと」として捉え、これに自ら対処しようとする意識が社会全体に根付い
ていた。例えば、各家において水屋（水害時の避難場所として高い場所に作った建物）や上げ舟
（水害に備えて軒下等に備え付けられた小舟）等が備えられていたことはその象徴である。
その後、近代的河川改修が進み、水害の発生頻度が減少したことに伴い、社会の意識は「水
害は施設整備によって発生を防止するもの」へと変化していった。
今後、気候変動により、平成27年9月関東・東北豪雨（鬼怒川）のような施設の能力を上回る洪
水の発生頻度が高まることが予想されることを踏まえると、河川管理者を筆頭とした行政や住民
等の各主体が、「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するも
の」へと意識を変革し、氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれを備える「水防災
意識社会」を再構築する必要がある。



「水防災意識社会」の再構築に向けた取組

○平成２７年９月、関東・東北豪雨では、鬼怒川の堤防が決壊し、氾濫流による
家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水被害、住民の避難の遅れによ
る多数の孤立者が発生。

（社会資本整備審議会「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～

社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」（答申）, 平成27年12月）

「施設では防ぎ切れない大洪水は必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で
洪水に備える「水防災意識社会」を再構築

→『水防災意識社会 再構築ビジョン』（平成27年12月11日）

※各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を設置
して、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進。

孤立者を救助するヘリ

破堤箇所

鬼怒川の浸水被害の様子
（平成27年9月 関東・東北豪雨）

小本川の浸水被害の様子
（平成28年8月 台風10号）

「水防災意識社会」の再構築に向けた取組を中小河川も含めた全国の河川でさらに
加速させるため、水防法等の一部を改正。（平成29年6月19日施行）
《水防法等改正事項》
・大規模氾濫減災協議会の創設 ※取組の実効性、継続性を高めるため協議会の法定化
・浸水実績等の把握及び水害リスク情報の周知
・要配慮者利用施設管理者等による避難確保計画策定等の義務化 等

○平成２８年８月、相次いで発生した台風による豪雨により、北海道、東北地方で
は中小河川で氾濫被害が発生し、特に岩手県が管理する小本川では要配慮者
利用施設において入所者が逃げ遅れて犠牲になるなど、痛ましい被害が発生。

（同審議会「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について」 （答申）, 平成29年1月）

○「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画とりまとめ（平成29年6月20日）
○平成29年7月の九州北部豪雨災害等の中小河川での被害を踏まえた「中小河川緊急治水対策プロジェクト」
を考慮し緊急行動計画を修正（平成29年12月1日）
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○岩手県岩泉町の小本川と支川清水川において、溢水、越水、決壊により広範囲で浸水が発生。

○ これまでに、浸水面積242ha、床上浸水118戸、床下浸水39戸の甚大な浸水被害が生じるとともに、小本川沿川の高齢者福祉

施設では、9名の死亡が確認された。

被災水位痕跡

Ｈ28.9.1撮影

被災水位痕跡

Ｈ28.9.1撮影

②被災水位痕跡

岩泉町役場

堤防決壊箇所

⑦
③

道の駅「いわいずみ」高齢者グループホーム「楽ん楽ん」

④

赤鹿水位観測所

③④

⑦

家屋・田畑浸水区域

洪水範囲

⑥

⑥

①

Ｈ28.9.1撮影 Ｈ28.9.1撮影Ｈ28.9.1撮影

道路上に堆積した土砂、塵芥の撤去状況

浸水解消後の流木等散乱状況 流入した土砂による車の埋没状況

浸水解消後の流入土砂堆積状況 堤防決壊状況浸水解消後の車の散乱状況

流木堆積状況

⑤

②

堤防決壊箇所

①

Ｈ28.9.3撮影小本川

⑤

Ｈ28.9.1撮影

いわいずみちょ う お も と が わ し ず が わ

×

堤防高4.87m

氾濫注意水位2.5m

水
位
（
m
）

時
間
雨
量
（
m

m
）

8月30日

小本川水位データ（赤鹿）

雨量データ（岩泉）

最高水位 6.61m

最大時間雨量 66mm

最大24時間雨量 211mm

平成28年8月 台風10号による被害概要
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「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画緊急行動計画
～「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方（平成29年1月）」等を踏まえた緊急対策～
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「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（主な取組）
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大規模氾濫減災協議会の設置・取組状況について

設置済み 129(56)協議会

未設置
1協議会

合同協議会62協議会

協議会設置予定数 352協議会（見込み）

県管理河川（285協議会）

未設置
1協議会

（国協議会
と合同実施
を予定）

国管理河川（129協議会）

協議会設置済み 350協議会

設置済み 283協議会

国管理：129協議会
県管理：283協議会

(県単独で
協議会の
実施を
予定)

北海道11(3)、青森県4、岩手県2、宮城県2(2)、秋田県8(8)、
山形県2、福島県8(8)、茨城県6(6)、栃木県4(4)、群馬県1、
埼玉県2、千葉県1、東京都1(1)、神奈川県1、新潟県6、富山県2、
石川県4(4)、福井県2、山梨県1、長野県10(10)、岐阜県5、静岡県8、愛
知県4(4)、三重県9、滋賀県4、京都府3(3)、大阪府8(7)、
兵庫県11(11)、奈良県2(1)、和歌山県4(4)、鳥取県3(3)、
島根県7(5)、岡山県1(1)、広島県4(4)、山口県18(16)、徳島県2、
香川県1(1)、愛媛県10(10)、高知県6、福岡県4(4)、佐賀県3(1)、
長崎県1(1)、熊本県10(2)、大分県3(3)、宮崎県3(3)、鹿児島県9(9)、
沖縄県1(1)                                                  計222(139)協議会

北海道14(14)、青森県3、
岩手県1、宮城県3(3)、
山形県3、新潟県5(1)、
富山県2、石川県1(1)、
山梨県1、三重県2(1)、
滋賀県1(1)、奈良県2(1)、
和歌山県3(3)、徳島県3、
愛媛県1(1)、福岡県4(4)、
佐賀県3(3)、大分県4(4)、
宮崎県3(3)、鹿児島県2

計61(40)協議会

改正水防法に基づく法定協議会数 195協議会

※( )内は改正水防法に基づく法定協議会数

国協議会：16協議会
国・県合同協議会：40協議会
県単独協議会：139協議会

H30年3月末時点
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国土交通省HPでの周知

国土交通省水管理・国土保全局「水防災意識社会再構築ビジョン」HPで、取組内容や進捗状況等をタイムリーに広報

趣旨、ポイント
の説明へ

協議会情報へ

取組事例へ

ソフト対策、ハード
対策の説明へ

協議会名称

協議会の進捗 各協議会HPにリンク

氾濫想定区域の情報
や取組事例のページ
等にリンク

各都道府県のHPにリンク

○○県大規模氾濫減災協議会

1.・・・・協議会
2.・・・・協議会

1.・・・・に関する取組
○×△・・・・

2.・・・・に関する取組
○×△・・・・

○○県水防災意識社会再構築

国管理河川

都道府県管理河川

各事例の紹介ページ（協議会HP）にリンク

取組内容を簡潔に
紹介
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水害を乗り越えて 首長のコメント

出典：命を守る水害読本

新潟県信濃川下流域 2011年 新潟・福島豪雨

九州北部豪雨 2012年7月 梅雨前線

兵庫県佐用町 2009年8月 台風9号
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都道府県管理河川におけるホットライン構築状況

○平成30年3月時点の洪水予報河川・水位周知河川に関係する市町村（全国1,099市町村）が対象
○平成30年3月末現在、43道府県・917市町村で構築済み（全対象市町村の83.4%）
○ 35道府県では、管内の全ての対象市町村で作成済み（図中の緑色）
○ 平成30年出水期までに、対象とする全ての市町村で構築予定

※都道府県管理河川のうち洪水予報河川・水位周知河川に

指定された区間の沿川市町村を構築対象としており、その

総数を100%としている（グラフの各県の括弧内の数字）

市町村別の構築状況

都道府県単位で見た構築状況

東京都では、水位上昇が急激な中小河川の情報

をより迅速に伝達するため、ホットラインに代わり

各首長等へのプッシュ型メール配信を計画中。

各
都
道
府
県
の
対
象
市
町
村
数
に
対
す
る
割
合

グ
ラ
フ
内
の
数
字
は
市
町
村
数

宮崎の1市町村（指定河川外）はまだ除外しておく

● 全ての対象市町村で構築済み

● 現在、一部市町村で構築済みで、
H30出水期までに全て構築予定

● 現在、構築済みの市町村は無いが、
H30出水期までに全て構築予定

● 別システム等により代替予定
構築済みの市町村（赤色の数字）

構築対象だが未構築の市町村

検討中の市町村

別システム等により代替予定
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都道府県管理河川における水害対応タイムライン策定状況

○ 「大規模氾濫に関する減災対策協議会」の場等で選定した全国1,004市町村が対象（引き続き対象選定中）
○平成30年3月末時点で、26都府県・352市町村で策定済み（現在の全対象市町村数の35.1%）
○秋田県、岡山県では、管内の全市町村で作成済み
○平成33年度末までに、全ての対象市町村で構築予定

※暫定的に、グラフでは「各都道府県の全市町村数」を100%

としているが、このうち策定対象とする市町村については

減災協議会の場等を通じて選定されることとしており、

「対象市町村」に対して既に100%策定済みの都道府県もある

市町村別の構築状況

都道府県単位で見た構築状況

各
都
道
府
県
の
全
市
町
村
数
に
対
す
る
割
合

グ
ラ
フ
内
の
数
字
は
市
町
村
数

全市町村で策定済み

半数以上の市町村で策定済み

一部の市町村で策定済み（半数以下）

現時点では策定済み市町村無し
策定済みの市町村

策定対象だが未策定の市町村

検討中または対象外の市町村
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危機管理型水位計
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水防法における要配慮者利用施設の避難確保対策

国交省、都道府県等

• 地域防災計画に、利用者の円滑かつ迅速な避難の確
保を図る必要がある浸水想定区域内の要配慮者利用
施設※を記載

• 河川が氾濫した場合等に浸水が想定される区域を洪
水浸水想定区域等として指定

市町村

• 避難確保計画の作成、訓練の実施（義務）
• 自衛水防組織の設置（努力義務）

要配慮者利用施設の管理者等

洪水浸水想定区域

（水防法第14条等）

（水防法第15条）

（水防法第15条の3）

※要配慮者利用施設 ： 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

避難確保計画

・防災体制・避難誘導
・施設の体制
・防災教育・訓練 等

【要配慮者利用施設の
所有者・管理者 作成】

非常災害対策計画や消防計画等、災害に対処するための
具体的な計画を定めている場合は、既存の計画に「洪水時
等の避難確保計画」の項目を追加することでも良い。

13



国土交通省による避難確保計画の作成支援方策

○要配慮者利用施設における確実な避難確保に向け、避難確保計画の作成率の向上と内容の充実を支援す
る観点から、平成29年6月に現行の手引きを補足する簡易作成支援ツールとして「手引き（別冊）」を公開し
ています。その他、「計画のひな形」、「計画作成のための事例集」、「避難計画点検マニュアル」等を国土交
通省ＨＰに公表しています。

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_hinagata_suibou201709.xlsx

※以下のアドレスから手引きをダウンロードできます。（国土交通省ＨＰ）

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_hinagata_suibou201706.doc

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_tebiki_suibou201706.pdf

計画ひな型

手引き（別冊）
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H29年度に津市にて先行的に実施し、
講習会運営マニュアルを作成

市町村毎に対象となる要配慮者利用施設の管理者を集め、河川事務所、市町村担当者等の
参画のもと講習会形式で計画作成について解説を実施、その後各施設の管理者が計画作成
を行い、同講習会において計画の提出を受けることで、効果的・効率的な計画作成を推進

浸水想定区域

氾濫

A市B川流域の
対象施設管理者の招集

計画作成に関する
講習会の実施

（講習会後）
避難確保計画の提出

演台

要配慮者利用施設

要配慮者利用施設

A市のB川流域浸水想定区域
にある要配慮者利用施設の
管理者へ参加を呼びかけ

B川

A市

A市（防災担当） A市（民生担当等）

河
川
管
理
者

県
担
当
者
等

A市（防災担当）

・・・

避難
確保
計画

提出

避難
確保
計画

避難
確保
計画

避難
確保
計画

C老人ホーム

D病院

E幼稚園

F保護施設

A市にて企画・立案

減災対策協議会にて調整

施設管理者

【講習会運営フロー】

講習会プロジェクト（概要）
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「講習会の企画調整及び運営マニュアル」について

市町村担当部局（防災部局・民生主管部局等）が検討開始

講習内容及び講演者の決定

ワークショップ方式
講習会の運営

不参加施設に
関連資料郵送

対象施設（講習会参加施設）の再整理

計画未作成施設の把握及び催促

不参加施設
参加申込・確認

参加施設

開催日時・会場の決定

座学方式講習会の運営

【推奨】組合せ方式（前期・後期）の場合
計画案検討期間（３週間程度）を確保

当日不参加

１週間前

１ヶ月前

2～3週間前

２ヶ月前

１ヶ月後

２ヶ月後

講習会（座学）後、
１週間程度を目途

講習会の開催案内

・座学方式/ワークショップ方式の組合せの決定
・講習会（座学方式）での説明内容の決定と講演者の調整・決定 等

講習会内容の
検討段階

開催案内等
対応段階

参加施設
対応段階

各種資料の事前送付

直前対応段階

講習会の
開催

当日対応段階

座学方式のみの場合

計画作成支援
継続段階

未作成施設
支援段階

・講習会対象施設の整理と参加施設（最大受け入れ規模）の想定 等

・要配慮者利用施設の都合等の確認・調整（民生主管部局との連携）
・受け入れ可能会場の選定・決定 等

・印刷物・封筒類の準備 等

講習会等を踏まえた要配慮者利用施設における「避難確保計画」の検討・作成

避難確保計画の提出

郵送方式
による対応

講習会方式による対応

Ｐ22参照

Ｐ14～P18参照

Ｐ20参照

Ｐ21参照

Ｐ23参照

Ｐ24～Ｐ27参照

Ｐ29～Ｐ38参照
Ｐ28参照

Ｐ19参照

○避難確保計画の作成上のポイントや作業の進め方等を解説し、計画作成上の課題や取組を共有すること
で、実効性のある計画作成を促進する「講習会」の企画調整及び運営に係るマニュアル

○三重県・津市と連携し、「講習会プロジェクト」として試行した結果をもとにH30.3.30にとりまとめ自治体に提供

講習会運営の流れ（例）
（「講習会の企画調整及び運営マニュアル」P13より）【マニュアルの目的】

市町村担当部局が、要配慮者利用施設の管理者等

を対象に、避難確保計画の作成の必要性への理解

を深め、円滑な計画作成を支援するための講習会を

効率的・効果的に開催するための手順等を解説

【マニュアルの構成】

はじめに
第１章 講習会全体の概要
• 講習会の開催目的や企画・調整・運営の全体的な流れ等に
ついて解説

第２章 座学方式講習会の実施要領
• 座学方式講習会の進め方について具体的に解説

第３章 ワークショップ方式講習会の実施要領
• ワークショップ方式（全参加者による意見交換を通じ知見等
を共有）講習会の進め方について具体的に解説

第４章 活用ツール
• 試行で利用した資料等の紹介
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対象施設 計画作成済みの施設

要配慮者利用施設の都道府県別の避難確保計画の作成状況について

（平成29年3月31日時点）
市町村地域防災計画に位置づけられている施設数 ：38,372

うち 避難確保計画を作成済み ： 3,072

4,500以上
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地域の水害危険性の周知に関するガイドライン（平成29年3月）

○平成28年台風第10号により、役場等の所在地に係る中小河川において逃げ遅れによる甚大な人的被害が発

生したことも踏まえると、このような河川でも水位周知河川等に指定して浸水想定や河川水位等の情報の提供
を行い、確実な避難の確保を図ることが必要。

○ 一方、洪水浸水想定区域の検討や水位計の設置等に係る財政的な制約や、リードタイムを確保できる氾濫危
険水位の設定が困難である等の技術的な制約から、水位周知河川等の指定に時間を要する場合等がある。

ガイドライン策定の背景

○河川の状況に応じた簡易な方法等により、都道府県が市町村等に浸水想定や河川水位等の情報を提供する
方策、すなわち水害危険性を周知する方策をまとめたガイドラインを策定。

避難の判断に資する情報を提供する河川を早期に拡大

地域にどのような水害が発生する
可能性があるかを理解 （市町村等）

・想定最大規模の降雨による
洪水浸水想定区域図
・その他の氾濫
シミュレーション図
・浸水実績に係る情報

【洪水時】

現に水害が発生する事態になって
いることを把握 （市町村等）

・水位計による観測値を収集し提供
・水位センサー等で水位を検知し、
現地のアラーム設備で発信
・橋梁等への目印で河川水位の
情報を表示
・雨量情報を活用し、
氾濫の危険に係る情報を提供 等洪水浸水想定区域図

水位計による観測値の提供

河川水位等の情報を提供 （都道府県）

橋梁の目印

浸水想定の情報を提供 （都道府県）

組
合
せ浸水実績図

ガイドラインの内容

＜水害危険性の周知の基本的な考え方＞
【平常時】
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リアルタイムの予
報又は水位周知

水害リスク情報
の周知

避難確保との
連動

洪水予報河川
（法10条、11条）

水位周知河川
（法13条）

○
○

（シミュレーションに基づく洪
水浸水想定区域の指定）

○
（浸水想定を踏まえた避
難場所の設定等）

上記以外の河川の
うち市町村長が必
要と認める河川（今
回措置）

-
○

（浸水実績等を活用した水害
リスク情報の周知）

-
「避難すべき住民等が居住する住宅や高齢者等の防災上の配慮を要する者が利用する施設が近傍にある河川」等を想定

＜過去の浸水実績図 茨城県東海村＞

＜電柱に表示 兵庫県新温泉町＞

○ 過去の浸水実績等に係る
調査結果を参考にして、浸
水実績等の把握に努める。

○ 河川管理者は、自らが保
有する過去の浸水情報や河
川の状況等の情報を市町村
長に提供する等、必要な援
助を実施。

市町村長による浸水実績等の把握 水害リスク情報の周知

○ 過去の浸水実績等を把握した
ときは、これを水害リスク情報と
して住民に周知。

○ 周知は、ハザードマップとして
配布、電柱や看板等への記載、
インターネットでの公表など、地
域の実情を踏まえて適切な方法
で実施。

＜平成29年水防法改正＞

○ 住民等の的確な避難の判断等に資するよう、洪水予報河川や水位周知河川に指定されてい
ない中小河川についても、過去の浸水実績等を市町村長が把握したときは、これを水害リスク
情報として住民等へ周知する制度を創設。

浸水実績等を活用した水害リスク情報の周知等
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都道府県管理河川における水位周知河川等指定河川数・想定最大規模降雨による浸水想定区域指定河川数

（平成29年9月30日時点）
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•水防災意識社会再構築ビジョン協
議会での効果事例
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島根県ウェブサイトより
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第２回 千代川圏域県管理河川の減
災対策協議会幹事会資料より

平成29年8月

台風5号による豪雨対応の検証
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(cm)
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三徳川における雨量と水位の関係

水位

雨量

最高水位274cm(23:40)

水防団待機水位200cm

はん濫注意水位230cm

避難判断水位270cm

最大時間雨量
38mm/hはん濫危険水位310cm

２４時間雨量284mm

18:00 水防警報(待機)
5:00 水防警報(解除)

23:00 水防警報(出動)

23:30 ホットライン 23:35 水防警報(指示)
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２４時間雨量304mm

ダムの貯留量

： 雨量

： 貯水位

： 流入量
： 放流量

25



◎三徳川
８月７日（月）
１７：５０ 水防団待機水位 ２００cm超過 （２０３cm）
１８：００ 水防警報（待機）
２２：３０ 氾濫注意水位 ２３０cm超過 （２３２cm）
２３：００ 水防警報（出動）
２３：２０ 避難判断水位 ２７０cm超過 （２７２cm）
２３：３０ ホットライン
２３：３５ 水防警報（指示）
２３：４０ 最高水位 ２７４ cm

（ ※氾濫危険水位 ３１０cm）
８月７日（火）
５：００ 水防警報（解除）

【経過】
２３：３０ ホットライン （鳥取県中部県土整備局長 ⇒ 三朝町長）
（県）三徳川の河川水位が避難判断水位を超え、水位は上昇傾向であり、また、中津ダムも

放流を行っていることから、避難勧告等の検討をお願いします。
（町）町職員2名を浸水の可能性のある三朝大橋周辺に派遣し、現地を大至急確認して、避

難勧告等の判断をしたい。

→その後水位が低下したため、発令はなし。
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○テレビ、ラジオ、インターネット等による気
象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避難準備
情報の受信

○テレビ、インターネット、携帯メール等によ
る大雨や河川の状況を確認

○ハザードマップ等による避難所・避難ルー
トの確認

避難解除

○災害・避難カードの確認

○1時間ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○10分ごとに河川水位、雨量、
降水短時間予報を確認

○必要に応じ、助言の要請

○連絡要員の配置

○巡視・水防活動状況報告

○体制の確認等

○水防団等への注意喚起

○大雨特別警報の住民への周知

○水防団員の安全確保指示

○体制確認

○出水時点検（巡視）

【第一配備体制（ＳＴＥＰ２）】

○漏水・侵食情報提供

【第一配備体制（ＳＴＥＰ３）】

○水防警報（指示）
必要に応じて

５０分

◇大雨警報・洪水警報発表

◇大雨特別警報発表

◇大雨注意報・洪水注意報発表

水防団待機水位到達

氾濫危険水位到達

堤防天端水位到達・越流

水防警報（待機） 防災体制（１）

防災体制（４） 避難完了○○地区避難指示

氾濫注意水位到達 水防警報（出動） 防災体制（２）

○水防団へ伝達(待機･準備)

避難判断水位到達

【第二配備体制（ＳＴＥＰ５）】

○防災無線、携帯メール等による避難指示・
避難勧告の受信

○○地区避難勧告

【準備体制（ＳＴＥＰ１）】

【第一配備体制（ＳＴＥＰ４）】

避難開始

４５分

４５分

○住民への周知

○住民への周知

水防警報（準備）

○水防団へ伝達(出動)

○水防団へ伝達(解除)水防警報（解除）

河川名 水位観測所名 水位
三徳川 三朝観測所 ２．３ｍ

河川名 水位観測所名 水位
三徳川 三朝観測所 ２．７ｍ

河川名 水位観測所名 水位
三徳川 三朝観測所 ３．１ｍ

河川名 水位観測所名 水位
三徳川 三朝観測所 ２．０ｍ

防災体制（３）

住民等市町村鳥取県気象・水象情報

中部総合事務所 県土整備局長 ０９０－

代理者（維持管理課 参事） ０９０－

三朝町長 ０９０－

代理者（副町長） ０９０－

※ホットラインのタイミング
避難勧告等の発令判断に直結するような緊急・重要な情報を伝達する。
・水防警報河川において避難判断水位に達し、さらに上昇するおそれがあるとき。
・土砂災害警戒情報又は記録的短時間大雨情報が発表されたとき。
・規制基準雨量を記録し、道路通行規制を開始するとき。
・土砂崩れ、越水、道路冠水等が発生したとき。

氾濫発生

三朝町：三徳川

県管理の水位周知河川等における防災行動計画及びホットライン

水位情報の提供（ホットライン）

避難判断水位到達情報

＋ ホットライン

水位情報の提供（ホットライン）

高齢者等避難開始
○○地区避難準備・高齢
者等避難開始情報

避難の準備(高齢者等以外)○避難所開設の準備

○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○要配慮者施設等に伝達

○住民への周知

※気象・水象情報に関する発表等のタイミングについ
ては、地域・事象によって、異なります。
本表は過去１０年間の最大の水位上昇量をもとに
作成しています。
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桑原
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勝部川における雨量と水位の関係

水位

雨量

最高水位228cm(23:40)

水防団待機水位170cm

はん濫注意水位190cm

避難判断水位200cm

最大時間雨量
54mm/h

はん濫危険水位270cm

２４時間雨量268mm

18:10 水防警報(待機)

11:00 水防警報(解除)18:20 水防警報(出動)

18:45 ホットライン

18:30 避難判断水位到達情報

19:15 助言

21:10 避難準備・高
齢者等避難開始
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◎勝部川
８月７日（月）
１８：１０ 水防団待機水位 １７０cm超過 （１８１cm）

水防警報（待機）
１８：２０ 氾濫注意水位 １９０cm超過 （１９６cm）

水防警報（出動）
１８：３０ 避難判断水位 ２００cm超過 （２０４cm）

避難判断水位到達情報
１８：４５ ホットライン
１９：１０ 助言
２１：１０ 避難準備･高齢者等避難開始（青谷町桑原、澄水、楠根、紙屋、田原谷、八葉寺、

鳴瀧、北河原、城山団地、栄町、吉川、青谷）
２３：４０ 最高水位 ２２８cm

（ ※氾濫危険水位 ２７０cm）
８月７日（火）
１１：００ 水防警報（解除）

【経過】
１８：４５ ホットライン（鳥取県土整備事務所維持管理課長 ⇒ 鳥取市危機管理課長）
（県）勝部川の河川水位が避難判断水位を超え、水位は上昇傾向であるため、避難勧告等の検討を

お願いします。
（市）勝部川の河川水位が避難判断水位を超え、水位が上昇傾向であることは県の防災情報で確認

している。現場（河川水位）の状況なども加味して判断したい。

１９：１５ 助 言 （河川課長 ⇒ 鳥取市防災調整監）
（県）勝部川下流域が氾濫すると日置川下流域も浸水する可能性があり、雨も降り続いているため、

勝部川・日置川下流域のハザードマップの浸水区域を避難準備情報の対象範囲とすることを助
言させていただく。 31



○テレビ、ラジオ、インターネット等による気
象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避難準備
情報の受信

○テレビ、インターネット、携帯メール等によ
る大雨や河川の状況を確認

○ハザードマップ等による避難所・避難ルー
トの確認

避難解除

○災害・避難カードの確認

○10分ごとに河川水位、雨量、
降水短時間予報を確認

○必要に応じ、助言の要請

○巡視・水防活動状況報告

○体制の確認等

○水防団等への注意喚起

○大雨特別警報の住民への周知

○水防団員の安全確保指示

○体制確認

○出水時点検（巡視）

【第一配備体制（ＳＴＥＰ２）】

○漏水・侵食情報提供

【第一配備体制（ＳＴＥＰ３）】

○水防警報（指示）
必要に応じて

６５分

◇大雨警報・洪水警報発表

◇大雨特別警報発表

◇大雨注意報・洪水注意報発表

水防団待機水位到達

氾濫危険水位到達

堤防天端水位到達・越流

水防警報（待機） 警戒配備

第３配備 避難完了○○地区避難指示

氾濫注意水位到達 水防警報（出動） 第１配備

避難判断水位到達

【第二配備体制（ＳＴＥＰ５）】

○防災無線、携帯メール等による避難指示・
避難勧告の受信

○○地区避難勧告

【準備体制（ＳＴＥＰ１）】

【第一配備体制（ＳＴＥＰ４）】

避難開始

４５分

３０分

○住民への周知

○住民への周知

水防警報（準備）

○水防団へ伝達(出動)

○水防団へ伝達(解除)水防警報（解除）

河川名 水位観測所名 水位
勝部川 青谷観測所 １．９ｍ
日置川 日置観測所 ２．４ｍ

河川名 水位観測所名 水位
勝部川 青谷観測所 ２．０ｍ
日置川 日置観測所 ２．６ｍ

河川名 水位観測所名 水位
勝部川 青谷観測所 ２．７ｍ
日置川 日置観測所 ２．９ｍ

河川名 水位観測所名 水位
勝部川 青谷観測所 １．７ｍ
日置川 日置観測所 ２．２ｍ

第２配備

住民等市町村鳥取県気象・水象情報

鳥取市防災調整監 ０８０－

代理者（危機管理課長） ０９０－

青谷町総合支所長 ０８５７－※ホットラインのタイミング
避難勧告等の発令判断に直結するような緊急・重要な情報を伝達する。
・水防警報河川において避難判断水位に達し、さらに上昇するおそれがあるとき。
・土砂災害警戒情報又は記録的短時間大雨情報が発表されたとき。
・規制基準雨量を記録し、道路通行規制を開始するとき。
・土砂崩れ、越水、道路冠水等が発生したとき。

氾濫発生

鳥取市：勝部川、日置川

県管理の水位周知河川等における防災行動計画及びホットライン
鳥取県土整備事務所長 ０９０－

代理者（維持管理課長） ０９０－

水位情報の提供（ホットライン）

避難判断水位到達情報

＋ ホットライン

水位情報の提供（ホットライン）

高齢者等避難開始
○○地区避難準備・高齢
者等避難開始情報

避難の準備(高齢者等以外)

※気象・水象情報に関する発表等のタイミングについ
ては、地域・事象によって、異なります。
本表は過去１０年間の最大の水位上昇量をもとに
作成しています。

○避難所開設の準備
○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○要配慮者施設等に伝達

○水防団へ伝達(待機･準備)

○欄楽要因の配置
○１時間ごとに河川水位、雨量、
降水短時間予報を確認

○住民への周知
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最高水位387cm(21:10)

水防団待機水位280cm

はん濫注意水位320cm

避難判断水位370cm

最大時間雨量
48mm/h

はん濫危険水位430cm

２４時間雨量203mm

20:00 水防警報(待機)

20:50 避難判断水位到達情報

4:10 水防警報(解除)

20:10 水防警報(出動)

20:54 ホットライン
21:20 助言
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◎野坂川
８月７日（月）
２０：００ 水防団待機水位 ２８０cm超過 （２９９cm）

水防警報（待機）
２０：１０ 氾濫注意水位 ３２０cm超過 （３２０cm）

水防警報（出動）
２０：５０ 避難判断水位 ３７０cm超過 （３７５cm）

避難判断水位到達情報
２０：５４ ホットライン
２１：１０ 最高水位 ３８７cm

（ ※氾濫危険水位 ４３０cm）
２１：２０ 助言
８月７日（火）
４：１０ 水防警報（解除）

【経過】
２０：５４ ホットライン（鳥取県土整備事務所維持管理課長 ⇒ 鳥取市危機管理課長）
（県）野坂川の河川水位が避難判断水位を超え、水位は上昇傾向であるため、避難勧告等の検討を

お願いします。
（市）野坂川の河川水位が避難判断水位を超え、水位が上昇傾向にあることを確認した。現場（河川

水位）の状況なども加味して判断したい。

２１：２０ 助言 （鳥取県河川課水防担当係長 ⇒ 鳥取市危機管理課長）
（県）野坂川の破堤点毎の浸水想定区域図を送付した。図中に水位計と危険箇所を明記した。

雨雲レーダー等を見ると今後も降水が見込まれ、水位が上昇する可能性があるので、そのあた
りを考慮して避難準備情報等を検討していただきたい。
野坂川上流域の降雨量について説明。（質問に対する回答）
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県管理の水位周知河川等における防災行動計画及びホットライン

○テレビ、ラジオ、インターネット等による気
象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避難準備
情報の受信

○テレビ、インターネット、携帯メール等によ
る大雨や河川の状況を確認

○ハザードマップ等による避難所・避難ルー
トの確認

避難解除

○災害・避難カードの確認

○1時間ごとに河川水位、雨
量、降水短時間予報を確認

○10分ごとに河川水位、雨量、
降水短時間予報を確認

○避難所開設の準備
○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○必要に応じ、助言の要請

○連絡要員の配置

○巡視・水防活動状況報告

○体制の確認等

○要配慮者施設等に伝達

○水防団等への注意喚起

○大雨特別警報の住民への周知

○水防団員の安全確保指示

○体制確認

○出水時点検（巡視）

【第一配備体制（ＳＴＥＰ２）】

○漏水・侵食情報提供

【第一配備体制（ＳＴＥＰ３）】

○水防警報（指示）
必要に応じて

７５分

◇大雨警報・洪水警報発表

◇大雨特別警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミングについ
ては、地域・事象によって、異なります。
本表は過去１０年間の最大の水位上昇量をもとに
作成しています。

◇大雨注意報・洪水注意報発表

水防団待機水位到達

氾濫危険水位到達

堤防天端水位到達・越流 水位情報の提供（ホットライン）

水防警報（待機） 警戒配備

第３配備 避難完了○○地区避難指示（緊急）

氾濫注意水位到達 水防警報（出動） 第１配備 高齢者等避難開始

○水防団へ伝達(待機･準備)

○欄楽要因の配置
○１時間ごとに河川水位、雨量、
降水短時間予報を確認

避難判断水位到達

【第二配備体制（ＳＴＥＰ５）】

○防災無線、携帯メール等による避難指示・
避難勧告の受信

避難判断水位到達情報

＋ ホットライン

水位情報の提供（ホットライン）

○○地区避難勧告

【準備体制（ＳＴＥＰ１）】

【第一配備体制（ＳＴＥＰ４）】

避難開始

５５分

４５分

○住民への周知

○住民への周知

○住民への周知
避難の準備(高齢者等以外)

○○地区避難準備・高齢
者等避難開始情報

水防警報（準備）

○水防団へ伝達(出動)

○水防団へ伝達(解除)水防警報（解除）

河川名 水位観測所名 水位
野坂川 徳尾観測所 ３．２ｍ
大路川 吉成観測所 ３．７ｍ
大路川 米里観測所 １．４ｍ

河川名 水位観測所名 水位
野坂川 徳尾観測所 ３．７ｍ
大路川 吉成観測所 ４．４ｍ
大路川 米里観測所 ２．１ｍ

河川名 水位観測所名 水位
野坂川 徳尾観測所 ４．３ｍ
大路川 吉成観測所 ５．３ｍ
大路川 米里観測所 ３．１ｍ

河川名 水位観測所名 水位
野坂川 徳尾観測所 ２．８ｍ
大路川 吉成観測所 ３．２ｍ
大路川 米里観測所 ０．８ｍ

第２配備

住民等市町村鳥取県気象・水象情報

鳥取県土整備事務所長 ０９０－

代理者（維持管理課長） ０９０－

鳥取市防災調整監 ０８０－

代理者（危機管理課長） ０９０－

※ホットラインのタイミング
避難勧告等の発令判断に直結するような緊急・重要な情報を伝達する。
・水防警報河川において避難判断水位に達し、さらに上昇するおそれがあるとき。
・土砂災害警戒情報又は記録的短時間大雨情報が発表されたとき。
・規制基準雨量を記録し、道路通行規制を開始するとき。
・土砂崩れ、越水、道路冠水等が発生したとき。

氾濫発生

鳥取市：野坂川、大路川
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